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2021年２月 10日 

各   位 

会 社 名  株 式 会 社 Ｅ Ｍ シ ス テ ム ズ 

（登記上の商号 株式会社イーエムシステムズ） 

代表者名  代表取締役社長執行役員 國光 宏昌 

（コード番号 ４８２０ 東証 第一部） 

問合せ先  取締役執行役員管理本部長 関 めぐみ 

           （ＴＥＬ ０６－６３９７－１８８８）  

 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、2021 年４月１日を効力発生日として、当社の完全子会社

であるコスモシステムズ株式会社（以下、「コスモシステムズ」という）を吸収合併することを決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社完全子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項と内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

更なる事業の拡大に向け、経営の一体化・効率化を図るとともに、経営資源の最適配置によって

販売・サービス体制を強化することを目的として、本合併を行うことといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

    合併決議取締役会    ：2021年２月 10日 

    合併契約締結      ：2021年２月 10日 

    合併期日（効力発生日） ：2021年４月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796条第２項に規定する簡易合併に該当し、コスモシ

ステムズにおいては会社法第 784条第１項に規定する略式合併に該当するため、両社とも

株主総会による本合併に係る合併契約の承認を得ることなく行います。 

     

（２）合併の方式 

当社を存続会社とし、コスモシステムズを消滅会社とする吸収合併です。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   該当事項はありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 
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３．合併の当事会社の概要（2020年 12月 31日現在、特記しているものを除く） 

 存続会社 消滅会社 

(1) 商号 株式会社ＥＭシステムズ 

（登記上の商号：株式会社イーエムシステム

ズ） 

コスモシステムズ株式会社 

(2) 所在地 大阪市淀川区宮原一丁目６番１号 広島市西区草津新町一丁目 21番 35号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 國光宏昌 代表取締役 大石憲司 

(4) 事業内容 医療機関及び介護/福祉サービス事業者向

けシステム関連の事業 

調剤システム事業及び医科システム事業

並びにその関連事業 

(5) 資本金 2,785百円 30百万円 

(6) 設立年月日 1980年１月 23日 1980年３月 17日 

(7) 発行済株式数 普通株式 74,514,800株 普通株式 80,500株 

(8) 決算期 12月 31日 12月 31日 

(9) 大株主及び 

持株比率 

株式会社コッコウ          35.63％ 

株式会社メディパルホールディングス 

9.94％ 

GOLDMAN SACHS& CO.REG   4.09％ 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 

3.74％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口）                2.96％ 

（自己株式を控除して計算しております） 

株式会社ＥＭシステムズ  100％ 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績（単位：百万円、特記しているものを除く） 

決算期 

株式会社ＥＭシステムズ 

2020年 12月期（連結） 

コスモシステムズ株式会社 

2020年 12月期（単体） 

純資産 17,734 440 

総資産 23,096 512 

１株当たり純資産（円） 248.55 5,476.59 

売上高 9,660 278 

営業利益 1,037 △10 

経常利益 1,469 △9 

当期純利益 1,055 △18 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,062 △18 

１株当たり当期純利益（円） 14.95 △234.66 

（注）(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績について、ＥＭシステムズ、コスモシステムズとも
に決算期変更（３月 31日から 12月 31日へ変更）に伴い、９か月の変則決算となります。 

 

４．合併後の当社の状況 

  本合併後の当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ
りません。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


